
栗木台地域包括支援センター 

介護予防支援事業・介護予防ケアマネジメント 運営規程 

 

（事業の目的） 

第 1条 この運営規程は、社会福祉法人一廣会が開設する栗木台地域包括支援センター（以下「事

業所」という）が行う介護予防支援・介護予防ケアマネジメント事業（以下「事業」という）の適正

な運営を確保するために、介護保険法（以下「法令」という）の規定に従い、人員及び管理運営等

に関する事項を定め、要支援状態と認定された利用者（以下「利用者」という）に対し、常に利用

者の立場に立って、その意思を尊重し、適正な事業サービスを提供することにより、指定介護予防

サービスが効果的に提供されることを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第 2条 事業所は、以下に定める経営理念と運営の基本方針の実現に向けて努めるものとする。 

（１）経営理念            人生の仕上げの時期を迎えた方々が 

誇りや自身を傷つけられることなく 

その人らしさを発揮しながら 

安心して生活できるように 

適切なサービスを実践します 

（2）基本方針 

①利用者が、可能な限り居宅において、自立した生活を営むことができるよう、配慮して行うも

のとする。 

②利用者の心身の状況やその置かれている環境等に応じ、利用者の選択に基づき、その自立

に向け設定された目標を達成するため、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多

様な事業所から、総合的且つ効率的に提供されるよう配慮して行うものとする。 

③サービスの提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、

利用者に提供されるサービス等が、特定の種類又は特定のサービス事業者に不当に偏す

ることのないよう、公正中立に行うものとする。 

④事業の運営に当っては、市区町村、地域包括支援センター、指定居宅介護支援事業者、他

の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、住民による自発的な活動によるサービスを

含めた地域における様々な取組みを行う者等との綿密な連携を図るものとする。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第 3条 施設の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（1）名 称 栗木台地域包括支援センター 

（2）所在地 神奈川県川崎市麻生区栗平 2丁目 1番 6号 小田急マルシェ栗平 1階 
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（職員の職種、員数及び職務内容等） 

第 4条 事業所に勤務する職員の職種、員数、職務内容は、次のとおりとする。 

（１）管理者   常勤 兼任  １名 

管理者は、事業所の職員の管理及び利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その

他の管理を一元的に行う。 

（２）保健師（経験ある看護師）   常勤 専従  １名以上 

保健師（経験ある看護師）は、指定介護予防支援サービスの提供に当たる。 

（3）その他の担当職員   常勤 専従 ２名以上 

その他の担当職員は、社会福祉士、介護支援専門員等介護予防支援に関する知識を有する

者とし、保健師とともに指定介護予防支援サービスの提供に当たる。 

（４）その他の従業者  必要数 

業務の必要に応じ、地域支援強化要員、事務員等を配置する。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

（１）営業日  月曜日から土曜日まで 

          但し、年末年始（12月 30日～1月 3日）を除く。 

（２）営業時間 午前９時から午後６時までとする。 

 

（指定介護予防支援の提供方法及び内容） 

第６条 サービスの提供に当たっては、「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成18年3月14

日厚生労働省令第３７号）の第 29条及び第 30条に定める取扱い方針を遵守し、また、第 31条

に定める事項に留意して行うものとし、その内容は次のとおりとする。 

（1）利用者からの介護予防サービス計画の作成依頼等に対する相談対応 

当事業所内において行う。 

（2）課題分析の実施 

①課題分析の実施に当っては、利用者の居宅を3ヶ月毎に訪問し、利用者及びその家族等に面

接をして行うものとする。 

②課題分析の実施に当っては、利用者の生活全般についての状態を十分に把握し、利用者が

自立した生活を営むことができるよう支援する上で、解決すべき課題を把握するものとする。 

 

（利用料及びその他の費用の額） 

第７条 指定居宅介護予防支援サービスを提供した場合の利用料その他の費用の額は、次のとおり

とする。 

（1）指定介護予防支援を提供した場合の利用料は、当該指定介護予防支援が法定代理受領で

ある場合を除き、厚生労働大臣が定める介護報酬の告知上の額を適用するものとする。 

（2）前項のほか、第８条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う指定介護予防支援に要し
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た交通費は、その実費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は１㎞50円とする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第8条 通常の事業の実施地域は、神奈川県川崎市麻生区細山、金程、向原、栗平2丁目、栗木台、栗木、

南黒川、黒川、はるひ野とする。 

 

（個人情報の保護及び守秘義務） 

第９条 利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに則り、事業所

が知り得た利用者の個人情報については、事業所での介護サービスの提供に係る以外の利用は原則

行わないものとし、外部への情報提供については、必要に応じて利用者又はその代理人の了解を得る

こととする。 

２ 事業所は、職員に対し、施設職員である期間及び退職後においても、正当な理由がなく、業務上知り

得た利用者またはその家族等の個人情報及び秘密に属する事項を漏洩することがないよう指導教育

を行う。 

 

（職員の勤務条件及び服務規律） 

第１０条 職員の就業に関する事項は社会福祉法人一廣会「就業規則」及び「パートタイマー就業規

則」による。 

２ 職員の資質向上のため、その研修の機会を確保する。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第１１条 利用者に対する指定介護予防支援サービスの提供により事故が発生した場合は、速やか

に市区町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに必要な措置を講ずるものとする。また、賠償す

べき事故が発生した場合には、速やかに損害賠償を行うものとする。 

２ 事業所は提供したサービスに関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情

を受けるための窓口を設置する。 

３ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント事業に関連する政省令及び通知並びに本運営規程

に定めのない運営に関する重要事項については、社会福祉法人一廣会と管理者との協議にお

いて定めるものとする。 

 

付 則 

この運営規程は、２０２１（令和３）年 4月 1日より施行する。 

 

付 則 

この運営規程は、２０２5（令和 7）年 4月 1日より施行する。 


